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将来像 1 子どもたちのための教育環境と未来を創り出すまち・
すべての世代が生き生きと暮らせるまち
1	未来の富谷を担う子どもたちへの教育の充実	
2	学び続けることのできる環境の整備	
3	安心して子育てのできる環境の整備	
4	誰もが健康で生き生きと生活できる環境づくり	

将来像 2 豊かな自然環境と活力ある地場産業を自慢と誇りに
できるまち
1	企業誘致による新たな就業の場の提供	
2	地域資源を活かした魅力の向上	
3	“居住の場”として選択されつづけるための環境づくり	
4	安心して生活できる環境づくり	

将来像 3 町民と町が直接つながるあったかいまち
1	住民との協働によるまちづくり	
2	効果的・効率的な行政経営

「後期基本計画の特徴」

将来の富谷の人口は？ 〜人口フレーム（目標人口）について〜
　今年６月、総務省からの人口に関する発表によれば、平成26年１月１日現在、全国929町村中、住民基本台
帳の日本人人口が一番多い町になりました。
　前期基本計画において、平成25年の町の人口を51,000人と推定し、現在51,511人（平成26年８月末値）で
あることから、平成30年における人口推計も妥当であるといえます。よって後期基本計画ではこの人口フレー
ムの修正は行わず、目標人口の達成に向けた各種施策を展開することとします。
人口フレーム（目標人口）

富谷町 平成 17年
（国勢調査値）

平成 25年
〈（　）内はH25.12 末の実数〉 平成 30年

総人口 41,593 人 51,000人 　（51,138人） 55,000 人
14歳以下 7,879 人 8,900人 　（ 9,693人） 8,900 人
15～ 64歳 28,940 人 34,000人 　（33,572人） 35,600 人
65歳以上 4,725 人 8,100人 　（ 7,873人） 10,500 人

総世帯数 13,148 世帯 17,500世帯（17,712世帯） 19,900 世帯
※平成25年および平成30年は、平成17年の国勢調査に基づく推計値。

参考：『日本の地域別将来推計人口』（平成 25年 3月推計）
富谷町 平成 22年 平成 27年 平成 32年

総人口 47,042 人 50,736 人 53,169 人
14歳以下 9,249 人 9,601 人 9,272 人
15～ 64歳 31,362 人 32,301 人 32,993 人
65歳以上 6,431 人 8,834 人 10,904 人

資料：国立社会保障・人口問題研究所

第５回「市制移行後の議決事項等について」
町では、平成28年の「市制移行」の実現に向けて、市制移行準備室を中心に本格的な準備を進めています。
７月号から「市になると変わること」についてお知らせしており、５回目となる今月は「市制移行後の
議決事項等」についてお知らせします。

シリーズ ５万人都市 とみや 2016市制移行へ
■問市制移行準備室（☎358-3248）

Ｑ． 市になると議決事項等はどのように変わるのか？
Ａ．議決を必要とする工事契約金額などが変わります。
　議会には条例の制定や改廃など自治体の意思決定機関としてさまざまな議決事項があります。市にな
ると、地方自治法等により工事などの契約および財産の取得売買について、議決を必要とする金額の基
準が表のように変わります。
　また、議会は市町村長の招集の告示
により開会されます。議員に対して開
会日時と場所を指定する招集の権限は
市町村長にあります。招集の告示日に
関して表のように変わります。
　なお、議員定数は市町村の条例で定
めるとされており、富谷町の現在の議
会議員定数は20人となっています。

町と市における議決事項等の違い
項目 町 市

議決を必要
とする事項

工事契約額
など

5,000万円
以上

1億5,000万円
以上

財産の取得
売買額

700万円
以上

2,000万円
以上

議会招集の告示日
議会開会日の

3日前までに
告示

7日前までに
告示

特集　みんなで進めるまちづくり計画　富谷町総合計画　後期基本計画策定　 ■問経営企画課　行政経営担当（☎358-0517）
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町民の芸術・文化活動の拠点となる複合文化
施設および屋外スポーツ施設整備の検討

５万人都市にふさわしい道路ネットワー
クの構築。仙台北部道路の４車線化およ
び富谷JCTフル化の整備促進

高屋敷地区への企業立地・誘致促進
および新たな整備予定地の確保

基本理念と町の将来像は
前期基本計画と同じ各分野が連携を図り

ながらまちづくり

後期基本計画（2014〜2018）
「市制移行の具体化」

福祉事務所設置など、社会的弱者を援護する
支援体制づくり

「幸せを実感でき 笑顔輝く あったかい富谷」
まちづくりの基本理念

町の将来像（３項目)


